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資料４－２ 

「指定公共機関」関連 参照条文 

 

○ 武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保に関

する法律施行令（平成十五年六月十三日政令第二百五十二号） 

 

（指定公共機関） 

第三条 法第二条第六号の政令で定める公共的機関及び公益的事業を営む法人は、

次のとおりとする。 

一～二十六 （略） 

二十七 関西国際空港株式会社 

二十八 中部国際空港株式会社 

二十九 成田国際空港株式会社 

三十～三十八 （略） 

三十九 次に掲げる事業者のうち内閣総理大臣が指定して公示するもの 

イ～ニ （略） 

ホ 航空法（昭和二十七年法律第二百三十一号）第百二条第一項に規定する本

邦航空運送事業者であって、その経営する同法第二条第十八項に規定する航

空運送事業がその運航する航空機の型式その他の事項からみて主として長距

離の大量輸送の需要に応ずるものと認められるもの 

ヘ～ヌ （略） 

 

○ 武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保に関

する法律（平成十五年六月十三日法律第七十九号） 

 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

一～五 （略） 

六 指定公共機関 独立行政法人（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三

号）第二条第一項に規定する独立行政法人をいう。）、日本銀行、日本赤十字社、

日本放送協会その他の公共的機関及び電気、ガス、輸送、通信その他の公益的

事業を営む法人で、政令で定めるものをいう。 

 

（指定公共機関の責務） 

第六条 指定公共機関は、国及び地方公共団体その他の機関と相互に協力し、武力攻

撃事態等への対処に関し、その業務について、必要な措置を実施する責務を有する。 
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○ 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成十六年六月

十八日法律第百十二号） 

 

（定義） 

第二条 この法律において「武力攻撃事態等」、「武力攻撃」、「武力攻撃事態」、「指

定行政機関」、「指定地方行政機関」、「指定公共機関」、「対処基本方針」、「対策本

部」及び「対策本部長」の意義は、それぞれ事態対処法第一条、第二条第一号か

ら第六号まで（第三号を除く。）、第九条第一項、第十条第一項及び第十一条第一

項に規定する当該用語の意義による。 

 

（国、地方公共団体等の責務） 

第三条 １・２ （略） 

３ 指定公共機関及び指定地方公共機関は、武力攻撃事態等においては、この法律

で定めるところにより、その業務について、国民の保護のための措置を実施する

責務を有する。 

４ （略） 

 
第五章 国民生活の安定に関する措置等 

第二節 生活基盤等の確保に関する措置 

（公共的施設の適切な管理） 

第百三十七条 河川管理施設（河川法（昭和三十九年法律第百六十七号）第三条第

二項の河川管理施設をいう。以下この条において同じ。）、道路（道路法（昭和二

十七年法律第百八十号）第二条第一項の道路及び道路運送法（昭和二十六年法律

第百八十三号）第二条第八項の自動車道をいう。以下この条において同じ。）、港

湾（港湾法（昭和二十五年法律第二百十八号）の規定による港湾をいう。以下こ

の条において同じ。）及び空港（空港法（昭和三十一年法律第八十号）第四条第一

項各号に掲げる空港及び同法第五条第一項に規定する地方管理空港をいう。以下

この条において同じ。）の管理者である指定公共機関及び指定地方公共機関は、武

力攻撃事態等において、それぞれその国民の保護に関する業務計画で定めるとこ

ろにより、河川管理施設、道路、港湾及び空港を適切に管理しなければならない。 

 

第三章 避難住民等の救援に関する措置 

  第一節 救援 

（土地等の使用） 

第八十二条 都道府県知事は、避難住民等に収容施設を供与し、又は避難住民等に

対する医療の提供を行うことを目的とした臨時の施設を開設するため、土地、家

屋又は物資（以下この条及び第八十四条第一項において「土地等」という。）を

使用する必要があると認めるときは、当該土地等の所有者及び占有者の同意を得

て、当該土地等を使用することができる。 

２ 前項の場合において土地等の所有者若しくは占有者が正当な理由がないのに同

意をしないとき、又は土地等の所有者若しくは占有者の所在が不明であるため同

項の同意を求めることができないときは、都道府県知事は、避難住民等に収容施

設を供与し、又は避難住民等に対する医療の提供を行うことを目的とした臨時の

施設を開設するため特に必要があると認めるときに限り、同項の規定にかかわら

ず、同意を得ないで、当該土地等を使用することができる。 
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「生活関連等施設」関連 参照条文 

 

○ 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成十六年六月

十八日法律第百十二号） 

 

第四章 武力攻撃災害への対処に関する措置 

第二節 応急措置等 

（生活関連等施設の安全確保） 

第百二条 都道府県知事は、武力攻撃事態等において、武力攻撃災害の発生又はそ

の拡大を防止するため、次の各号のいずれかに該当する施設で政令で定めるもの

（以下この条において「生活関連等施設」という。）のうち当該都道府県の区域内

に所在するものの安全の確保が特に必要であると認めるときは、関係機関の意見

を聴いて、当該生活関連等施設の管理者に対し、当該生活関連等施設の安全の確

保のため必要な措置を講ずるよう要請することができる。 

一 国民生活に関連を有する施設で、その安全を確保しなければ国民生活に著し

い支障を及ぼすおそれがあると認められるもの 

二 その安全を確保しなければ周辺の地域に著しい被害を生じさせるおそれがあ

ると認められる施設 

２～４ （略） 

５ 都道府県公安委員会又は海上保安部長等は、武力攻撃事態等において、武力攻

撃災害の発生又はその拡大を防止するため、都道府県知事から要請があったとき、

又は事態に照らして特に必要があると認めるときは、生活関連等施設の敷地及び

その周辺の区域のうち、当該生活関連等施設の安全を確保するため立入りを制限

する必要があるものを、立入制限区域として指定することができる。 

６ （略） 

７ 警察官又は海上保安官は、第五項の立入制限区域が指定されたときは、特に生

活関連等施設の管理者の許可を得た者以外の者に対し、当該立入制限区域への立

入りを制限し、若しくは禁止し、又は当該立入制限区域からの退去を命ずること

ができる。 

８ （略） 

 
第十章 罰則 
第百九十三条 第百二条第七項（第百八十三条において準用する場合を含む。）の規

定による警察官若しくは海上保安官の制限若しくは禁止若しくは退去命令又は第

百十四条（第百八十三条において準用する場合を含む。）の規定による市町村長、

都道府県知事、警察官若しくは海上保安官若しくは出動等を命ぜられた自衛隊の

部隊等の自衛官の制限若しくは禁止若しくは退去命令に従わなかった者は、三十

万円以下の罰金又は拘留に処する。 
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○ 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令（平成十六

年九月十五日政令第二百七十五号） 

（生活関連等施設）  

第二十七条 法第百二条第一項の政令で定める施設は、次のとおりとする。 

一～三 （略） 

四 鉄道事業法（昭和六十一年法律第九十二号）第八条第一項の鉄道施設又は軌

道法（大正十年法律第七十六号）による軌道施設であって、鉄道又は軌道を利

用する旅客の乗降、待合いその他の用に供するもののうち、当該施設の一日当

たりの平均的な利用者の人数が十万人以上であるもの 

五～七 （略） 

八 空港法（昭和三十一年法律第八十号）第四条第一項各号に掲げる空港及び同

法第五条第一項に規定する地方管理空港（以下この号において「空港等」とい

う。）の同法第六条第一項の滑走路等及び空港等の敷地内の旅客ターミナル施

設並びに空港等における航空機の離陸又は着陸の安全を確保するために必要な

航空法（昭和二十七年法律第二百三十一号）第二条第五項の航空保安施設 

九・十 （略） 

 


